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金商法の焦点-1 

【要約】 

■現在の証券取引法は衣替えをし、2007 年に「金融商品取引法」として施行される予定である。 

■この金融商品取引法の規制対象とされる「デリバティブ取引」につき、定義がおかれている。 

■ここでは、この定義などを紹介する。 

 

 

１．はじめに 
 

○現在の証券取引法は衣替えをし、2007 年（平成 19 年）に「金融商品取引法」（以下、「金商法」

ともいう）として施行される予定である（注 1）。 

 

○「金融商品取引法」においても、法律を適用するにあたり、いろいろな用語が定義されている。 

 

○ここでは、「デリバティブ取引」を取り上げる。 

 

 

（注 1）「金融商品取引法」として施行される日については、現段階では確定していない。

現段階では、2006 年（平成 18 年）6 月 14 日から、1 年 6 ヶ月以内の政令で定める

日とされているだけである。 

 

 

 

 

２．「デリバティブ取引」の定義 
 

○金融商品取引法 2条では、「デリバティブ取引」は次のようにして定義されている。 

 

①「デリバティブ取引」とは、市場デリバティブ取引、店頭デリバティブ取引および外国

市場デリバティブ取引の総称である旨を規定（金商法 2条 20 項）（注 2）。 

②その上で、市場デリバティブ取引、店頭デリバティブ取引、外国市場デリバティブ取引

を個々に定義している（金商法 2条 21～23 項）。 

 

○しかしながら、立法当局の解説書などを読むと、デリバティブ取引は、別の捉え方もできるようで



 

 (２／３) 

 

ある（注 3）。 

 

○具体的には、金融商品取引法でいう「デリバティブ取引」は、次のような 3 つの取引類型に分けて

捉えることもできるようである。 

 

取引類型 原資産・参照数値の例 

①現物取引の対象となる資産を「原資産」とする取引類型 

（Ex）・先物取引・先渡取引 

（金商法 2条 21 項 1 号、22 項 1 号）

   ・オプション取引 

（金商法 2条 21 項 3 号、22 項 3 号）

＜原資産の例＞ 

・有価証券、預金債権等、通貨な

どの金融商品（注 4） 

（金商法 2条 24 項）

②それ自体は現物取引の対象とならない数値を「参照数値」と

する取引類型 

（Ex）・指標先物取引・指標先渡取引 

（金商法 2条 21 項 2 号、22 項 2 号）

   ・オプション取引 

（金商法 2条 21 項 3 号、22 項 3 号）

   ・指標オプション取引 

（金商法 2条 21 項 3 号ロかっこ書、22 項 4 号）

   ・スワップ取引 

（金商法 2条 21 項 4 号、22 項 5 号）

＜参照数値の例＞ 

・金融商品の価格・利率、気象観

測数値などの金融指標（注 5） 

（金商法 2条 25 項）

③これ以外の取引類型 

（Ex）・クレジット・デリバティブ取引 

（金商法 2条 21 項 5 号、22 項 6 号）

 

― 

 

 

○なお、規制の隙間が生じないように、政令により追加指定が可能とされている。 

 

 

（注 2）市場デリバティブ取引、店頭デリバティブ取引、外国市場デリバティブ取引は大枠

次のような取引である（「一問一答金融商品取引法」（商事法務）の 98 ページより）。 

市場デリバティブ取引 金融商品市場においてこれを開設する者の定め

る基準および方法に従い行う一定の類型のデリ

バティブ取引（金商法 2条 21 項） 

店頭デリバティブ取引 金融商品市場および外国金融商品市場によらな

いで行う一定の類型のデリバティブ取引（金商法

2条 22 項） 

外国市場デリバティブ取引 外国金融商品市場において行う市場デリバティ

ブ取引と類似の取引（金商法 2条 23 項） 

（注 3）立法当局の手による解説書としては、以下のものが存在する。 

   ・三井秀範（金融庁総務企画局市場課長）・池田唯一（金融庁総務企画局企業開示課



 

 (３／３) 

 

長）監修「一問一答金融商品取引法」（2006 年、商事法務） 

（注 4）金融商品取引法の「金融商品」については、金融商品取引法 2 条 24 項で定義され

ている。 

（注 5）金融商品取引法の「金融指標」については、金融商品取引法 2 条 25 項で定義され

ている。 

 

 

 

 

３．新たに規制対象となる「デリバティブ取引」 
 

○立法当局の解説書などでは、金融商品取引法において新たに規制対象とされているデリバティブ取

引の具体例とし、次の 3つが掲げられている。 

 

 金融商品取引法の位置づけ 具体的内容 

通貨・金利スワップ 利率等を参照指標とするスワッ

プ取引（金商法 2条 21 項 4 号、

22 項 5 号） 

当事者の一方が円建ての金利を

支払い、これに対して相手方が

外貨建ての金利を支払う取引

や、当事者の一方が変動金利を

支払い、これに対して相手方が

固定金利を支払う取引等 

クレジット・デリバティブ 金商法 2条 21 項 5 号イ、22 項 6

号イに規定する取引 

当事者の一方が相手方の保有す

る債権の債務者が倒産した場合

に相手方に対して当該債権の券

面額等の一定額を支払うことを

約し、あらかじめその対価とし

て相手方から手数料を受領する

取引等 

天候デリバティブ 気象観測数値を参照指標とする

指標先物取引または指標先渡取

引（金商法 2 条 21 項 2 号、22

項 2 号）等 

当事者の一方が一定期間内に気

温が一定の数値を超過した日数

に応じて相手方に対して金銭を

支払うことを約し、あらかじめ

その対価として相手方から手数

料を受領する取引等 

 

 

 

 


